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１．現状と課題
①「失われた30年」という現実

デジタル対応が遅れ、産業全体の国際競争力は大きく低下。自動車一本足打法となっている中、その自動車
もデジタル化（CASE）の大変革を迎えており、我が国産業が直面している現実は極めて厳しい。
 世界時価総額ランキング上位企業トップ10中、1989年日本企業7社⇒2020年0社（最高位はトヨタで36位）
 半導体市場の日本企業売り上げ高シェア1987年50.3%⇒2019年10.0%

②国全体におけるデジタル投資全体の長期低迷
デジタル投資は経済成長のドライバーであり、デジタル投資の遅れが「失われた30年」の大きな原因。
 米国：1994年⇒2018年 デジタル投資3.6倍 GDP2.8倍
 日本：1994年⇒2018年 デジタル投資1.1倍 GDP1.1倍

③「効率化」中心のデジタル投資
付加価値を生み出すビジネス変革を実現する「本物のDX」が必要。特に、中小企業のDX推進が課題。
 我が国企業のIT予算の8割が、現行ビジネスの維持・運営費用向け

④デジタル人材の「量」と「質」の不足
IMDデジタル競争力ランキング2021で、64か国中日本は「人材」で47位、「デジタル・技術スキル」で62位。
 我が国企業の約40％の事業会社がデジタル人材の「量」と「質」の「大幅な不足感」を体感

⑤「デジタル敗戦」
我が国のデジタル産業が大きく凋落する中、世界ではデジタルで新技術・ビジネスモデルが創出

米国（GAFAM) 中国（BAT） 日本（NTT・富士通・NEC・日立）

1992年の時価総額 300億ドル 0ドル 1100億ドル

2020年の時価総額 7.5兆ドル 1.4兆ドル 1800億ドル
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１．現状と課題
⑥デジタル社会でのデータの爆発的な増加

地方におけるSociety 5.0のサービスの実装には、データセンターの地方立地が必要
 インターネット上のデータ流通量は今後10年で30倍以上となる見込み

 自動運転・ドローンなどでは0.01秒以内の処理が必要なところ、地方で発生したデータの処理を東京・大阪で行った場合、
0.05秒程度の遅延が発生。

⑦コロナ禍により顕在化した課題
行政サービスを中心に多くの課題と教訓が明らかに。社会全体のデジタル改革と規制・制度改革が必要。
 国と地方のシステムの不整合、オンライン手続の不具合 等。

⑧エネルギー調達に係る事業環境整備
 産業用電力コストの抑制とカーボンフリーエネルギーの調達が競争力のカギ

⑨デジタル基盤技術（例：半導体）への各国による大規模産業政策の展開（生産基盤の囲込み）
 中国：「国家集積回路産業投資基金」を設置(2014,2019)し、半導体関連技術へ、計5兆円を超える大規模投資。

また地方政府で計5兆円を超える半導体産業向けの基金が存在。（合計10兆円超）
 欧州：「デジタルコンパス2030」において、「安全・高性能・持続可能なデジタルインフラの整備」等を提唱。ギガビット通信、

５G通信網、エッジノード、最先端半導体、量子コンピューティング等の整備を計画。（18.8兆円）
 米国：最大3000億円*/件の補助金や「多国間半導体セキュリティ基金」設置等を含む国防授権法（NDAA2021)

が可決。上院において5.7兆円の半導体関連投資を含む「米国イノベーション・競争法案」が通過。
*大統領が認めた場合には増額可能



 デジタル技術のもたらす「重要性」、
「変革の大きさ」、「スピード感」に対
する官民双方の認識不足

 「官は官、民は民」の意識の下、将
来ビジョンの共有がなく、投資を生み
出すマインドも醸成されず

 既存の組織・業務・生活様式の継
続を前提にした個々のパーツのデジ
タル化に終始

• 「デジタル敗戦」による「失われた30
年」：官民双方におけるデジタル大
変革への対応の遅れがもたらした我が
国産業全体の競争力の喪失（「自
動車一本足」と「デジタル敗戦」）

• 「地域も含めたデータ爆発」への対
応：分散デジタル処理を支えるデジ
タル産業の強化とデジタル基盤インフ
ラ整備が不可欠

• 「行政・公的サービスの機能不
足」：コロナ禍により、行政・公的機
関のオンライン手続の不慣れ、国・自
治体と現場の連携不足等が顕在化

海外の状況：
米、中、EU、台、韓、星、印等、
各国政府における政策の方向性
 国全体のデジタル基盤の構築

とデジタル関連産業育成
 半導体、蓄電池等の重要技

術の国家的育成
 データセンターの誘致等のデジ

タルインフラ整備 等

全ての産業

デジタル産業

基盤インフラ

基盤技術

事業環境

旧機軸 新機軸
（総論）
「デジタル投資」こそ、経済の牽引力であ
り、官民各層の関係者全体が将来ビ
ジョンを共有し、変革の創出にコミット

（全層的アプローチ）
① 「全産業」の「本物」のDX促進
• 現状維持でなく、変革(トランスフォー

メーション)につながる産業DX促進

② 「デジタル産業」の競争力強化
• BtoCプラットフォームでGAFAが興隆す

る中、BtoB領域の拡大や環境対応等
を見据えたクラウド・ソフト産業の強化

③ 「デジタル基盤インフラ」の必要性
• データ処理量の増加と、エッジ処理、

オープン・仮想化及びその先の技術
動向を見据えたインフラ整備を促進

④ 「基盤技術の保護・育成」
• 半導体、蓄電池、光電融合、コン

ピューティング等の競争力強化

⑤ 「デジタル時代に即した事業環境整備」
• 社会全体のデジタル化・規制改革
• 公共調達を活用した産業基盤の確立
• 電力コスト対応、再エネ調達促進 等 3

２．「新機軸」としての対応の方向性



○日本全体のDXを進めるためには、局所・個別の対応では限界。「デジタル日本改造」ともいうべき全国一斉の大
改革が必要。これにより、 「デジタル田園都市」というビジョンを実現し、同様に国土の大改革による経済成長を
目指した、50年前の日本列島改造論で超えられなかった「距離の壁」も克服。

○「デジタル田園都市」のビジョン：デジタル技術の最大活用が実現すれば、地方においても、
・行政・医療・教育といった生活基盤サービスの質は、都市部と同等（リモート活用）
・働き方改革（リモート・通勤無し）と余暇の充実により、生活の質は地方が圧倒的に高い
・デジタル技術を活用した課題解決をはじめ、新産業創出・DXのチャンスは地方の方が充実
→さらに、グローバルレベルの産業拠点とそれを支える人材エコシステムの形成が成功すれば、デジタル田園都

市は大都市を超えていくことも十分可能。
○他方で、デジタル田園都市の実現には、地域単位での局所的な取組では不十分。

→デジタルの潜在力を国全体で最大限発揮させるため、以下も含めた「デジタル日本改造」が必要。
・データ利活用サービスを提供するソフト・クラウド・データ連携基盤の質・競争力の向上
・半導体、光、量子関連技術等技術の進歩とデータ需要動向も見据えたデジタルインフラ整備
※分散型のデータ処理には、再エネ等の電力の分散・効率供給が不可決。（エネルギーインフラの一体的

なデジタル化）
※高齢化等の地域の課題解決には、自動運転・自動配送など交通・物流インフラのデジタル化・新サービ

スの創出とこれを支える分散型のデジタルインフラ整備がクルマの両輪。
○政府全体で、地域におけるデジタル利活用とデジタルインフラの整備に加え、再エネ供給を最適化するエネル

ギーインフラや交通・物流インフラのデジタル化、これらを制御するデータ連携基盤の整備も含めた全体像につい
て、技術の進展も踏まえた統合的計画として「デジタル日本改造ロードマップ」を策定。

○さらに、上記のような社会全体のデジタル化と合わせ、規制・制度改革や法体系、データ流通等の国際ルールの
あり方の検討を並行して行うことで、日本全体のデジタル刷新を行っていく。
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３．新機軸としての対応の方向性＝「デジタル日本改造」の考え方



３．「デジタル日本改造の考え方」（「日本列島改造論」との比較）
 2022年は日本列島改造論（1972年）から50年が経過。
 列島改造論は、「工業再配置と交通・情報通信の全国整備を通じた地方分散の実現」を目的とし

ていたが、「距離」という物理的制約を埋められず、都市化の加速を招いた。また、格差是正を目
指した結果、行政サービスが「全国画一的」なものとなっていった。

 「デジタル日本改造」は、デジタル技術の徹底活用により「地域性」「多様性」あふれるデジタル田
園都市の実現を目指すもの。コロナ禍により顕在化したデジタル利活用に関する不可逆な流れを
一気に加速し、それを起点に、国・地方の行政のあり方の見直しと、産業のイノベーション、デジタ
ル基盤インフラ整備を徹底的に進めるとともに、地域に新たな雇用と付加価値を生み出し、国民
一人一人の多様で豊かな生活を実現する。
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日本列島改造論 デジタル日本改造

年 1972年 2022年

目的
工業再配置と交通・情報通信の

全国整備を通じた地方分散の実現

結果 都市中心・全国画一

デジタル技術の徹底活用による
個性ある地域社会の実現

多様で魅力あふれる
デジタル田園都市の実現

日本列島改造論とデジタル日本改造の比較
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 地域において、「世界と直結する産業拠点の創出」と「デジタルインフラの全国的な整備を通じたデ
ジタル技術の最大活用」が実現できれば、デジタル時代においては、『地方が大都市を超える』こと
は十分に可能。

（参考）大都市を超えるデジタル田園都市の可能性

大都市を超える可能性があるデジタル田園都市のイメージ

デジタルを最大限活用し、行政サービス、準公共サービス（医療、教育等）、働き方や余暇等を東京と同等以
上（通勤不要等）の水準に引き上げるための取り組みを同時に実施

グローバル半導体拠点

他

地域教育機関における人材育成

＜半導体産業に係る基本戦略＞

Step１：IoT用半導体生産基盤の緊急強化

Step２：日米連携による次世代半導体技術基盤

Step３：グローバル連携による将来技術基盤

支援

地域での人材供給

海外の
グローバル
企業・大学
とも直結

＜地域の半導体人材育成に係る当面の取組＞

 まずは熊本で、人材育成コンソーシアムを産学官
一体で組成し、半導体人材育成の強化を図る。

 その後、横展開し、シリコンアイランド九州の復活へ。

＜グローバルレベルの産業拠点の形成とそれを支える人材エコシステムの形成（半導体の事例）＞

＜デジタル技術の活用を通じた東京と同水準以上の生活スタイルの構築＞
大都市を超えるデジタル田園都市を実現するための「クルマの両輪」

（JASM）

人材ニーズの伝達







（参考）主要国におけるデジタル投資に係る取組
 主要国は、デジタル基盤インフラや基盤技術（半導体・蓄電池等）を中心にデジタル投資に

係る取組を加速化。
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国 概要
中国  「新基建」（新型インフラ建設）という理念の下、5Gやデータセンター等の情報インフラ、スマートエネルギー、高度道路交通シ

ステム等*のデジタル融合インフラ等の整備を計画。地方政府（上海市、広州市等）が具体的な投資を計画。官民合わせて
5年間で総額170兆円（10.6兆元）の見込み。
※その他には、都市間鉄道、新エネルギー車の充電スタンド網等の整備を提唱。

 「国家集積回路産業投資基金」を設置（2014,2019)し、半導体関連技術へ、計5兆円を超える大規模投資。また地方政
府で計5兆円を超える半導体産業向けの基金が存在。

 新エネルギー車（NEV)（5600億円）の補助金や、一定の基準を満たすバッテリー工場等への所属税率の軽減（25％
→15％）

欧州  EUは、「デジタルコンパス2030」において、「安全・高性能・持続可能なデジタルインフラの整備」等*を提唱。ギガビット通信、
５G通信網、エッジノード、最先端半導体、量子コンピューティング等の整備を計画。（18.8兆円）また、「コネクティング・ヨー
ロッパ・ファシリティ」において、交通・エネルギー・デジタルの3分野の重要インフラネットワークへの投資を計画。(4.4兆円）
※その他には、「デジタルリテラシーの向上と高度デジタル人材の育成」、「ビジネスのデジタル技術利用」、「公的サービスのデジタル化」を提唱。

 テスラやBMW等の電池・電池材料工場支援や研究開発支援（仏1200億円、独3700億円など、計8000億円規模の補
助金）

米国  超党派インフラ投資法案において、ブロードバンド網整備（7.1兆円）を計画。公共ワイヤレス通信サプライチェーン・イノベー
ション基金において、５G競争力強化、ORAN等のオープンインターフェイス基準に適合する機器等の普及を支援予定。
（1650億円）

 半導体分野においては、最大3000億円*/件の補助金や「多国間半導体セキュリティ基金」設置等を含む国防授権法
（NDAA2021)の可決。上院においては、5.7兆円の半導体関連投資を含む「米国イノベーション・競争法案」が通過。
*大統領が認めた場合には増額可能

 蓄電池、電動車関連分野においては、19兆円の「米国製EV」大規模支援。超党派インフラ投資法案（8000億円超の電
池・電池材料の製造・リサイクル支援含む）合意。

主要国におけるデジタル投資に係る主な取組

（出典）各種資料を基に作成



（参考）新基建（新型インフラ建設）
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 上海市
2022年までの3年間で約2700億人民元(4兆円超)投資予定で、無人工場や無人生産ラインの建設、 新
たなデータセンター整備、電気自動車スマート充電スタンドや水素ステーションの拡充等を計画。

 広州市
2022年までの3年間で、5G基地局の建設拡大、AIや自動運転等の重点産業クラスター整備、 スマート充
電スタンドの拡充等を目指す計画で、約1800億人民元(2兆7000億円程度)のプロジェクト計画に調印。

 北京市
2022年までの新インフラ投資計画を発表。自動運転エリアの交通・安全性を支えるクラウドプラットフォーム構
築、自動化信号やスマート充電スタンド拡充等のスマートシティ構想を後押しする設備への投資、5G基地局
建設の加速化等を計画。

具体的なデジタル投資計画

（出典）SMBC China Monthly（2020年8月）、FUJITTSU JOURNAL（2020年6月）を基に作成

概要

 2018年12月、中央経済工作会議で提唱され、2020年5月の全人代の政治活動報告でも言及された中
国の新型インフラ建設構想。

 2020年4月、国家発展改革委員会は、新型インフラを5Ｇ、データセンター等の情報インフラ、高度道路交通
システムやスマートエネルギー等のデジタル融合インフラ、研究開発や科学技術などを支えるためのイノベーション
インフラに分類。

 ７つの重点分野として、5Ｇ、ＡＩ、データセンター、産業インターネット、特高圧送電線、都市間鉄道、新エネ
ルギー車の充電スタンド網を提唱。



（参考）仏・マクロン大統領による2022年前半のEU議長国に向けた演説（2021/12/9）

 マクロン大統領が述べた来年2022年前半の議長国としての重点事項は、大きく３点。
①「主権的」なEUの確立（More Sovereign Europe）
②欧州の新たな成長モデルの構築（Build a New European Growth Model）
③人間味のあるEU（A Human Europe）

マクロン大統領演説における「欧州の新たな成長モデルの構築」ポイント
①欧州を、生産、イノベーション、雇用創出の大陸とする。
特に、水素、バッテリー、宇宙、半導体、クラウド、防衛、健康、文化産業、クリエイティブ産業を強化。
技術的主権を確立し、特に、気候変動とデジタル分野の変革を促す投資を拡大するには、新たな財

政ルールと適切な財源が必要である。
②経済発展と気候変動を調和させる。
7月14日に欧州委員会から提案されたFit for 55（2030年55％削減を実現するための政策パッ

ケージ）を進める。炭素国境調整措置の構築にも取り組んでいく。
③「デジタル欧州」を確立する。
世界の時価総額上位10社のうち、８社をテック企業が占めているが、欧州勢は皆無。
アングロサクソンやアジアからの資金に頼ることなく、EUのデジタル企業の育成とEUとしての技術主

権の確立に取り組むことが重要。スタートアップやイノベーティブなデジタル企業に対するファンドを通じた支
援を強化する。
個人情報保護に関する取組の拡大や、巨大プラットフォーマーに対抗するためのデジタル課税やデジ

タル市場法及びデジタルサービス法といったデジタル領域におけるルール作りを進める。
④高報酬を実現できる質の高い雇用を創出する。
生産能力とイノベーション力という競争力とバランスの取れた社会を構築する能力の双方に立脚。
最低賃金の引上げ等に取り組んでいく。

スピーチをするマクロン大統領
（出典）New York Times

12

（注）マクロン大統領の演説は仏語で行われており、上記説明中の英文は経産省で付したもの。
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現状と課題⑨ デジタル基盤技術への各国による大規模産業政策の展開
 5.7兆円規模の産業政策を講じることを表明している米国に加え、各国が、安全保障

の観点から重要な生産基盤を囲い込む新次元の産業政策を展開。

国・地域 半導体分野への産業支援策の主な動向
• 最大3000億円*/件の補助金や「多国間半導体セキュリティ基金」設置等を含

む国防授権法（NDAA2021）の可決。*大統領が認めた場合には増額可能
• バイデン大統領はCHIPS法案に賛意を表明。上院においては5.7兆円の半導体

関連投資を含む「米国イノベーション・競争法案」が通過。

• 「国家集積回路産業投資基金」を設置(’14, ’19年)、半導体関連技術へ、計
５兆円を超える大規模投資。

• これに加えて、地方政府で計5兆円を超える半導体産業向けの基金が存在
（合計10兆円超）

• 2030年に向けたデジタル戦略を発表。デジタル移行(ロジック半導体、HPC・量
子コンピュータ、量子通信インフラ等)に1447億€(約18.8兆円)投資等

• 製造を含む欧州の最先端チップ・エコシステムの構築を目指し、供給の安全を確保
し、欧州の画期的技術のための新たな市場を発展させる「新・欧州半導体法案」
の制定を宣言（2021.9）

• 台湾への投資回帰を促す補助金等の優遇策を始動。ハイテク分野を中心に累計
で2.7兆円の投資申請を受理。（2019.1）

• 半導体分野に、2021年までに計300億円の補助金を投入する計画発表。
（2020.7）

• AI半導体技術開発への投資に1,000億円を計上。（2019.12）
• 半導体を含む素材・部品・装置産業の技術開発に2022年までに5,000億円以

上を集中投資する計画を発表。(2020.7)
• 総合半導体大国実現のための「K-半導体戦略」を策定（2021.5）

台湾

韓国

欧州

米国

中国

ジョー・バイデン米大統領は、スピーチ
で半導体チップを示しながら、半導体
の重要性を熱弁。
半導体サプライチェーンの調査を指示
する大統領令に署名。

（出典）SAUL LOEB/AGENCE FRANCE-
PRESSE/GETTY IMAGES
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 東京証券取引所と共同で、上場企業のうち、DX推進について特に優良な取組を実
施している企業を「ＤＸ銘柄」として選定。

 今年度は24業種28銘柄を選定。株式会社日立製作所及びSREホールディングス
株式会社が、特に優れた取組を行い”デジタル時代を先導する企業”、「DXグランプリ」
として選定。

Lumadaアライアンスプログラムを通じた、
社会のDXを加速するエコシステムの構築

ツールを開発し自社不動産事業を効率化し、
開発したAIソリューションツールを他社に提供

株式会社日立製作所
Lumadaが生み出す社会イノベーション

株式会社SREホールディングス
リアル×テクノロジーで10年後の当たり前を造る

（参考）DX銘柄優良事例（2021グランプリ）













 NFT(Non Fungible Token；非代替性トークンの略称）とは、 「偽造・改ざん不能のデジタルデータ」であり、
ブロックチェーン上で、デジタルデータに唯一性を付与して真贋性を担保する機能や、取引履歴を追跡できる機
能をもつ。

 スポーツやファッション、アートの分野でも、DXにより新たなビジネスが広がる中、NFT・ブロックチェーン技術も大き
な注目を集めており、今後、スポーツ選手の映像や画像、クリエイターが生み出すデジタル作品等が「唯一無二
の資産」として取引される市場が登場し、それにより様々な業界への「新しい資金循環」が生まれる可能性。

 しかし、このようなNFT・ブロックチェーンを活用したビジネスモデルの構築に際しては、そのサービス内容によっては、
資金決済法等の規制との関係で留意・確認が必要な場合もあることから、そこを明確にすることで日本でのサー
ビス開発が加速するはずとの声もある。

各論① 「全産業」の「本物」のDX促進： NFT・ブロックチェーン技術の活用
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高額取引されたモーメント（例）
• レブロン・ジェームズのダンクシュート ：23万ドル(約2530万円)
• ジャ・モラントのポスタライズ ：10万ドル(約1100万円)

額の配分
• NBA（リーグ）とNBPA（選手会）とNBA TOP SHOTは収益分配を契約済（売買手数料はリーグ

や選手会に還元される。）

利用方法
• ユーザーは、選手の10~20秒程度のハイライト動画のNFT 「Moment（モーメント）」が複数入った

パッケージを購入（内容により価格帯が異なり、中身はあけるまでわからない）した後、同サービス
が提供するマーケットプレイス上で自由に売買することができる。

Source: NBA Top Shot | Officially Licensed Digital Collectibles; NBA TopShot | DappRadar

規模
• サービス開始後5か月間での取引額は約2億3000万ドル（約253億円）に達し、うち95%は二次流通。ファンのみならず投

資家からも注目が集まる。

NBA TOP SHOT（米NBAがDapper Labs社と提供するデジタルカード）

























 IoT用半導体生産基盤の緊急強化（Step:１）
 日米連携による次世代半導体技術基盤（Step:２）
 グローバル連携による将来技術基盤（Step:３）

各論④「基盤技術の保護・育成」：我が国半導体産業復活の基本戦略

Step 1：IoT用半導体生産基盤
⇒生産ポートフォリオの緊急強化

2020年

2025年

市場規模全体：約50兆円

産業機器
（スマートシティ、
スマートファクトリー 等）

産業機器
（スマートシティ、
スマートファクトリー 等）

引用：OMDIAのデータを基に経済産業省作成

2030年

Step 2：日米連携強化
⇒日米連携プロジェクトで次世代半導体
技術の習得・国内での確立

産業機器
（スマートシティ、
スマートファクトリー 等）

Step 3：グローバル連携
⇒グローバルな連携強化による
光電融合技術など将来技術の実現 49

市場規模全体：約100兆円市場規模全体：約75兆円







（２） Step ２：次世代技術に向けた日米連携
 つくばで、産総研によるbeyond 2nmに

向けた研究開発コンソーシアム形成（賛
助会員にIntel, IBMが参画）

 IBMは2nmナノシート技術を開発。また米国
政府はNational Semiconductor 
Technology Centreを立ち上げ（官100億
ドル規模）

◎産総研スーパークリーンルーム ◎IBM Research's Albany facility

◎Intel’ factory in Arizona◎コンソーシアムの開発対象
出典：IBM

出典：Intel

52日米連携による次世代半導体技術開発をさらに強化していく。
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各論④「基盤技術の保護・育成」：蓄電池産業戦略
 蓄電池は、2050年のカーボンニュートラルの達成に向けて、自動車の電動化や、再生可能エネ

ルギーの主力電源化を達成するための最重要技術の一つ。
 ①サプライチェーン基盤の強化（電池生産・材料工程等）への投資支援、②資源確保、③全

固体リチウムイオン電池等の次世代技術開発、④リサイクル・リユース促進等を総合に進めること
により、蓄電池産業の基盤強化を目指す「蓄電池産業戦略」を今春までに策定。

（出典） IRENA Global Renewables Outlook 2020 (Planned Energy Scenario)
経済規模は、車載用パック（グローバル）の単価を、2019年２万円/kWh→2030年1万円/kWh→2050年

0.7/kWhとして試算定置用は車載用の２倍の単価として試算。

電池市場の推移 蓄電池産業戦略検討官民協議会

＜検討事項＞
① 上流資源の確保
② サプライチェーンの生産基盤拡大・強化
③ サプライチェーンの管理強化等のルール整備
④ 次世代電池の実現、人材育成・確保
⑤ 需要拡大（車載、定置用含め）
⑥ リサイクル・リユース促進
⑦ 国際連携

 官民等の関係者が、日本の蓄電池産業界が再び競争
力を取り戻すための方策について議論。

 今年春頃の戦略策定を予定。





各論⑤「デジタル時代に即した事業環境整備」：デジタル時代に即した規制改革の方向性
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行政分野の徹底したデジタル化と連動し、アナログを前提とした制度等について、横断的かつ一
体的に見直しを行い、一括法による対応を含めた取組に着手。

 デジタル社会の早期実現のためには、従来の規制・制度では想定されていなかったデジタル技術
（遠隔モニタリング等）を活用することでより効果的・効率的に法目的を達成することができる場
合や、新たな課題への対応が必要となる場合に、規制・制度・システムがそれらを想定した内容に
随時更新され続けることが重要。

 デジタル対応のための規制・制度・システムの一体的見直しをスピード感を持って行うため、デジタル
臨時行政調査会において、 「デジタル原則」に基づく規制の総点検・見直しを推進。

 「デジタル原則」に基づき規制・制度・システムのデジタル対応のための一体的見直しを行う仕組み
として「デジタル法制局」機能を創設。

 「デジタル原則」は、規制・制度・システムの点検項目として機能する。

デジタル完結・自動化
書面、目視、常駐、実地参加
等を義務づける手続・業務につ
いて、デジタル処理での完結、
機械での自動化を基本とし、
行政内部も含めエンドツーエン
ドでのデジタル対応を実現する
こと。国・地方公共団体をあげ
てデジタルシフトへの組織文化
作りと具体的対応を進めること。

原則①

アジャイルガバナンス
一律かつ硬直的な事前規制で
はなく、リスクベースで性能等を
規定して達成に向けた民間の
創意工夫を尊重するとともに、
データに基づくEBPMを徹底し、
機動的・柔軟で継続的な改善
を可能とすること。データを活用
して政策の点検と見直しをス
ピーディに繰り返す、機動的な
政策形成を可能とすること。

原則②
官民連携

公共サービスを提供する際に民
間企業のUI/UXを活用する
など、ユー ザー 目線で、ベン
チャーなど民間の力を最大化す
る新たな官民連携を可能とす
ること。

原則③
相互運用性確保

官民で適切にデータを共有し、
世界最高水準のサービスを享
受できるよう、国・地方公共団
体や準公共といった主体・分野
間のばらつきを解消し、システ
ム間の相互運用性を確保する
こと。

原則④
共通基盤利用

ID、ベースレジストリ等は、国・
地方公共団体や準公共といっ
た主体・分野ごとの縦割で独自
仕様のシステムを構築するので
はなく、官民で広くデジタル共
通基盤を利用するとともに、調
達仕様の標準化・共通化を進
めること。

原則⑤



 宇宙分野においては、政府による民間サービスの積極的な長期購入契約（アンカーテナン
シー）の推進を通じた産業基盤の確立と安定的な需要創出が各国で行われている。

 半導体や蓄電池、光電融合や量子コンピューティングなどの基盤技術については、研究開発や
設備投資等のサプライサイドへの政策資源の投入に加え、公共調達（政府や重要インフラ等に
おける調達）を活用した社会実装の促進により、産業としての基盤の確立と需要創出に取り組
むことも選択肢の一つではないか。
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各論⑤「デジタル時代に即した事業環境整備」：公共調達を活用した産業基盤の確立と需要の創造

米・NASAによる開発・調達支援

COTS（2006年～）
（Commercial Orbital 
Transportation Services）

民間における低軌道への輸送
システム開発支援・調達

CRS（2008年～）
（Commercial Resupply 
Services）

ISSへの輸送サービスの調達

CCP（2009年～）
（Commercial Crew 
Program）

民間における低軌道への人員
輸送システム開発支援・調達

米国の商業宇宙部門を刺激するために政府資金を最も
効率的に使うことを狙った開発支援・調達プログラム

SpaceXは、全プログラムを活用し躍進

我が国宇宙政策における開発・調達支援

（出典）「新しい宇宙活動を創出するための官民連携方策に関する調査研究」（日本宇宙フォーラム）

2020年6月30日に閣議決定された宇宙基本計画
において、「アンカーテナンシー」を初めて導入
＜宇宙基本計画 抜粋＞
「政府・公的機関によるTellus（注：政府衛星データプ
ラットフォーム）の積極的な活用等を通じた衛星データ
の利活用（アンカーテナンシー）の推進」

令和4年度当初予算事業で、地域を絞って様々な衛
星データを政府で一括調達して政府衛星データプラッ
トフォーム「Tellus」に搭載し、当該地域の社会課題
解決のための衛星データ利用ソリューションの開発を支
援予定。これにより、衛星データの利用拡大を図るとと
もに、民間投資による衛星開発・配備を加速化する。
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